
（教育・学習機会の充実－１） 

 

宮古島市小中学校 校務支援システム 

（沖縄県宮古島市教育委員会） 

 

〔概 要〕 

教職員の事務軽減を目的として、校務事務の効率化・ファイルや情報の共有化を行

い、クラウドを活用する事により自宅など自校外からの安全なアクセスを実現した。 

総務省ブロードバンド・オープンモデル実証実験 

〔コラム〕 

宮古島市（以下、本市）は学校数が多く、広範囲にそして海を隔て離島にも分布して

いるため、文書の受け渡し等の連絡調整が難しく情報の共有・全体の連携が課題となっ

ていました。 本市では学校での校務効率化を図り平成２２年４月に市内小中学校教職員

全員に校務用ＰＣの一人１台の環境を整備しました。校務用 PC の活用により、情報の共

有・連携の強化ができないか、また，校務の軽減を図って教師が子どもたちと向き合う

時間を確保できるのではないかと検討していました。しかし、各学校へのサーバー設置

やシステムの構築などは高価なものが多く予算的に厳しいものがありました。そこで校

務のクラウド化が出来るという総務省の実証実験に参加させて頂きました。これは、光

ブロードバンドを使用して，離れた場所にあるデータセンターで行うことができるもの

です。このシステムだと、回線のスピードさえ確保できれば、自前のシステムを構築す

るより少ない予算で実現が可能で、サーバー

管理の人材も必要ありません。実証実験後、

本市では正式に校務支援システムを採用す

る事にしました。 校務支援システムを導入

するにあたり、実証実験時に教職員の中から、

検討会メンバーを決め、学校での活用方法や

運用の改善点などについて月一回ベースで

の意見交換会を開催しました。正式導入にあ

たって本市では教育委員会に校務サポート

担当も設置しました。 

○セキュリティー対策 

・教育委員会や各学校からデータセンターまでの通信は暗号化（SSL）を実施 

・校務支援システムへは許可された端末のみ接続可能なセキュリティー方式を採用 

・データを保管するデータセンターは 24 時間 365 日有人監視を実施 

※現地データセンターの設備、入退室管理について事前視察を実施 

○利用者サポート 

・操作問合はヘルプデスクにて対応 

・年度更新作業時に、利用者向けの研修会を開催予定 

利用者は宮古島市教育委員会及び、小中学校の全教職員 

教育委員会からの文書等は校務支援システムの連絡掲示板へ掲載。 

教職員は個人連絡の活用により他校の教職員との情報共有に活用されている。 

総務省実証実験「ブロードバンド・オープンモデルに

よる地域課題解決支援システムの検証（小・中学教員

の事務軽減支援）」        総務省ＨＰより 



・今後の課題としましては、多くの自治体でこのソフトの提供を受け、クラウドの特徴

である低料金での導入を行っていく方がベターだ

と思います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔活用している通信ネットワーク〕 

ケーブルテレビ回線 （上り５１２ｋｂｐｓ 、下り３Ｍｂｐｓ） 

 

（問い合わせ先） 

宮古島市教育委員会 教育部 学校教育課 学務係 

TEL(0980)77-4944 

E-mail:hiroaki.w@city.miyakojima.lg.jp 

 

 

 

 

個人連絡イメージ図 

連絡掲示板 イメージ図 



（教育・学習機会の充実－２） 

 

伊丹育ち合い（共育）プロジェクト 

（伊丹市立伊丹高等学校） 

http://sns.itamachi.jp/ 

 

〔概要〕 

 「若者が地域に根ざした活動で本気になれば、地域が活性化できる」という

仮説を実証的に実践した取り組みです。リアルな実活動としての社会活動と、

学校と地域社会とをつなぐ仕組みとして地域ＳＮＳ（「いたまちＳＮＳ」）を導

入・活用し効果を上げています。全国でも希少な教育現場への地域ＳＮＳ導入

事例です。地域ＳＮＳを活用し実活動を補完することで、生徒の自発性を生み

出し、その意欲に触発され地域が変わっていくことを受けて、「伊丹育ち合い（共

育）プロジェクト」と名付けています。 

 

〔コラム〕 

本プロジェクトは、若者が自己肯定感を持てず自信を失っていることに対し

て何かできないかと考えました。平成１５年度から高校全校で実施されている

新しい教科である情報科の授業として、地域活性化を場とし情報社会に適応す

る力（社会人基礎力）の育成をねらって企画しました。 

地域での学びには、多くの人的ネットワークという環境が得やすいという利

点があります。生徒にとって学校内だけの関係だけではなく、地域の多様な人

との関わりを持つことによって、想定を越えた多くのことを学ぶことが可能と

なります。特に、商店街におけるイベント（ハロウィンパーティ）の場で、商

店主や地域の方々との共同作業を通じて、人との繋がりや信頼・絆を体得して

います。高校生以上に、この活動を通して地域の大人たちが自分の育ちを実感

できており、キャリア教育として地域の活性化に繋がると考えます。 

この育ち合う地域活動を支えているのが「いたまちＳＮＳ」です。平成１９

年度から活用を開始しており、現在会員数が２，２１３名（高校生７２０名、

卒業生８４２名、一般６５１名、平均年齢が２３．６歳：平成２５年１月７日

現在）。ハロウィンパーティを企画運用している９月・１０月では、メッセージ

４，７２８件（３４６人）、コミュニティトピック閲覧総数２４，４３３件、コ

ミュニティ返信数３，０９０件（３０５人）でした。 

プロジェクトの効果としては、このプロジェクトに関わった卒業生たちが、

地域活動を通じて高校生徒を支援しています。また、ハロウィンパーティでは、

５歳で参加した子どもが、９年後に今度は高校生として企画する側に立つとい

うような、時間を超えたつながりが生まれていることです。伊丹に愛着を持ち、

家族のような見返りを求めない人のつながりが生まれつつあります。 



  （取組みイメージ図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（問い合わせ先） 

伊丹市立伊丹高等学校 

畑井克彦 

℡： 

072-772-2040 

e-mail: 

hata3000@itami.ed.jp 



（教育・学習機会の充実－３） 

 

インターネットｅ－ラーニング教材  

光がつくる！２１世紀サイエンス 

（ホトニクスワールドコンソーシアム(略称 PWC)） 

 http://hikari21.pwc-chitose.jp/top.html 

 

〔概要〕 

 小学校高学年、中学生を対象とした光サイエンスに関するインターネットｅ-

ラーニング教材（千歳科学技術大学監修）。子供たちが楽しみながら学べる、教

育と娯楽を両立させた、「エデュテイメント」なコンテンツの数々。開発にあた

っては、「理科や科学にあまり関心がない」子供たちも引きつけられるよう、ア

ニメーションや実写映像を使う等、表現や内容に工夫を凝らしている。 

 

〔コラム〕 

 我が国が「科学技術創造立国」を掲げるなかで、青少年の「理科離れ」が進

んでいるといわれる状況に、少しでも子どもたちの「理科や科学」に対する食

わず嫌いをなくすためのお手伝いをしたいとの思いで開発をしました。わかり

やすくするために用語解説を入れ、なるべく専門用語を使わずに易しい言葉で

説明するように心がけています。楽しみながら光について理解できる内容にな

っています。利用状況としては月平均千件以上のアクセスがあります。 

利用統計 過去 12 カ月 

 

〔制作費（うち公的な補助額）〕 

１２．３百万円 （子どもゆめ基金助成金１２，１２６千円） 



 

（インターネットｅ－ラーニング教材 ホームページより） 

 

（問い合わせ先）pwc@hello-chitose.jp 



（教育・学習機会の充実－４） 

 

早稲田大学人間科学部 ｅスクール（通信教育課程） 

http://www.waseda.jp/e-school/ 

 

〔概要〕 

 スクーリングを除くほとんどの課程をｅラーニングで行う日本初の通信教育

課程として、2003 年に開設。「人間環境科学科」「健康福祉科学科」「人間情報科

学科」がある。講義は、インターネット経由で動画配信し、時間・場所を選ば

ず受講が可能で、繰り返し学習することができる。講義の受講だけではなく、

インターネット経由で小テストの回答やレポート提出をする。質疑応答等は、

ＢＢＳ（電子掲示板）機能を利用する。ＢＢＳは、教員・教育コーチ・学生間

のコミュニケーションにも活用される。学生は通学制と同様に、正規の大学の

単位を取得することができる。 

 

〔コラム〕 

 2003 年度からスタートしたこのｅスクールは、2012 年 9 月までに 600 名以上

の卒業生を世に送り出しました。これは入学者の約 5 割弱にあたりますが、テ

キストや回答を郵便物で送る従来型の通信教育の世界で、全課程を修了する比

率が 5%程度という数値が常識であった現状からは、想像もつかない成果として

学内外から高く評価されています。さらに卒業生のうち約 2 割が大学院に進学

され、更なる学びのレベルアップに挑戦されています。 

 

（問い合わせ先）早稲田大学人間科学部ｅスクール 

http://www.waseda.jp/e-school/ 



（教育・学習機会の充実－５） 

 

千代田Ｗｅｂ図書館 

（千代田区立図書館） 

 https://weblibrary-chiyoda.com/ 

 

〔概要〕 

 インターネット環境にあるパソコンであれば、２４時間３６５日「電子図書」

を、借りたり返却したりすることができる電子上の図書館。外出困難な高齢者

や来館する時間がない忙しい人でも気軽に図書を借りられるメリットがある。

また、音声や動画再生機能のある学習参考書など、電子図書ならではの資料も

所蔵。（千代田区内在住者、在勤者、在学者限定） 

約５，６００タイトルを所蔵し、毎月約１，０００件のアクセスがある。（2012

年 11 月末現在） 

 

（千代田Ｗｅｂ図書館ホームページより） 

 

（問い合わせ先）千代田区立千代田図書館 

℡：０３－５２１１－４２８９ 

 

 



（教育・学習機会の充実－６） 

 

障壁画等文化財の画像情報配信 

（NPO 法人 京都文化協会） 

http://www.kyo-bunka.or.jp/ 

 

〔概要〕 

日本の長い歴史の中でその文化的創造の中心的役割を担ってきた京都では、

文化遺産が過去から現在へと継承され大切に保存されている。デジタルアーカ

イブとは、この文化遺産をデジタル画像に保存し、文化財の貴重な情報を保管

し後世に正確に伝える。また、文化財をデジタル化し世界へ向けて発信するこ

とで、歴史ある京の伝統産業の活性化が図られ、新しい「京都ブランド」の誕

生を支援している。 

 

〔コラム〕 

 NPO 法人 京都文化協会では、主に京都の文化財のデジタルアーカイブ事業や

日本の文化の国内外への発信事業を行っています。日本の文化財は屏風や襖と

いった和紙製のものが多く、その劣化は西洋の絵画と比べると著しいものがあ

ります。また、建物の一部であることが多く、温度変化の激しい日本において

は美術館など環境を管理された場所への早急な移動が必要となっております。

とはいえ、実際の所蔵先から離れてしまえば、なかなか一般の人々に作品を見

ていただくことができなくなってしまいます。そこで、当財団ではそのような

文化財を最新のデジタル技術によってデータとして保存するとともに、特殊な

和紙に出力したのちに伝統工芸士の手によって金箔加工等を施し、実物にきわ

めて近い複製品を制作しています。そのようにして制作した文化財の複製品を

元の所蔵先の寺院等に設置し、本物は美術館等にて厳重な温湿管理をすること

により文化財保存に貢献する活動を行っております。 

 また、活動は保存のみにとどまらず、そのような複製品を利用した国内外へ

の日本の文化の発信に力を注いでおります。本物を海外に持ち出すことは非常

に困難であり、展示環境も厳しく制限されます。そこで当財団においてアーカ

イブした複製品を利用し、より多くの方に日本の文化に触れていただければと

考えております。本年は、現在キヤノン株式会社と共同で遂行しております『文

化財未来継承プロジェクト』（愛称：綴プロジェクト）の第 2 期が終了し、4 月

より第 3 期が始まる年となります。様々な文化財の高精細デジタル撮影、そし

て高精細複製作品の制作に注力することで、今後も日本文化の保存、発信事業

に努めていき、国内外にその素晴らしさを伝えていく活動を行ってまいります。 

  

 



（NPO 法人 京都文化協会ホームページより） 

 
（問い合わせ先）NPO 法人 京都文化協会 ℡：075-354-8195 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（教育・学習機会の充実－７） 

 

学校間インターネットビデオ配信 

（大阪府岸和田市） 

 

〔概要〕 

 光ブロードバンド網で学校間を接続し、学校放送や公開授業の配信、テレビ

会議による情報交換を行なうことで、児童・生徒のコミュニケーションを促し、

ニューメディアへの関心と理解を深めるといった教育的効果を目的としている。   

また、映像コンテンツだけでなく教材・資料等を登録しデータベース化する

ことで、教職員の情報共有を進め、教材や試験問題作成の労力を削減し、教育

の質を高めることを目指している。 

 

〔コラム〕 

本システムは、テレトピア計画で整備された「学校間双方向システム」をイ

ンターネット技術によって発展させたもので、リアルタイム通信だけでなく、

過去のデータを蓄積し、有効活用することを目的としています。運用に関して

は、各校の情報教育担当教員を中心とした会議で決定されており、教育コンテ

ンツの登録についても教職員の要望から実現しました。 

なお、月額使用料は 105,000 円となっています。 

 

（岸和田市資料より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（問い合わせ先）岸和田市企画調整部情報政策課 TEL072-423-9514 

        e-mail：jousei@city.kishiwada.osaka.jp 

インターネットデータセンター 科学技術教育センター

各中学校（11校）

・
・
・

各小学校（24校）

・
・
・

ビデオ配信サーバ

ＣＡＴＶ伝送装置

管理用パソコン

市役所

パソコン

学校間インターネットビデオ配信システム

パソコン パソコン

プロキシサーバ プロキシサーバ

センターモデム

モデム

モデム

モデムモデム

インターネット

Ｗｅｂサーバ

ビデオカメラ

ルータ ルータ
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